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「介護就職デイ」開催のお知らせ
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ハローワーク唐津HP

と　　　き 平成23年11月16日（水）13：30～（受付開始時間 13：00～）
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有効求人・求職者と有効求人倍率の動き(パートを含み学卒を除く)

(注) 求人倍率のうち全国各月及び佐賀県各月は季節調整値、他はすべて原数値

全国各月及び佐賀県各月のうち令和6年12月以前の数値は令和7年1月に改訂されている。
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 新規求職申込者数は 321人で、前年同月比 17.7％の減少、月間有効求職者数は 1,918人で、同比 0.9％

の減少となった。 

新規求人数は 621人で、前年同月比 29.4％の減少、月間有効求人数は 2,338人で、同比 9.9％の減少

となった。 

産業別に新規求人数を前年同月と比較すると、サービス業（9.7％）、製造業（6.1％）は増加、宿泊業,

飲食サービス業（▲67.2％）、建設業（▲52.9％）、卸売業,小売業（▲51.7％）、医療,福祉（▲36.3％）、

運輸業,郵便業（▲16.1％）は減少となった。 

このことから、新規求人倍率は 1.93 倍となり、前年同月（2.26 倍）比で 0.33 ﾎﾟｲﾝﾄ低下し、また、

有効求人倍率は 1.22倍となり、前年同月比で 0.12ポイント低下した。 

ハローワーク唐津 TEL 0955-72-8609

〒847-0817 佐賀県唐津市熊原町3193番地

～「キャリアアップ助成金」はどんなときに活用できる？～ ＼詳しくはコチラ／

◆従業員を非正規雇用から正社員に！・・・「正社員化コース」

◆従業員の賃金アップに！・・・「賃金規定等改定コース」

【問い合わせ先】佐賀労働局助成金室 0952-32-7173

～「高年齢者就業確保措置」を知っていますか?～
令和3年4月1日に「改正高年齢者雇用安定法」が施行され、65歳から70歳までの就業機会を確保するため、

以下のいずれかの措置を講ずることが努力義務となっています。

＼詳しくはコチラ／○70歳までの定年引き上げ

○定年制の廃止

○70歳までの継続雇用制度の導入

○70歳まで業務委託契約を締結する制度の導入

○70歳まで社会貢献事業*に従事できる制度の導入
（*事業主が自ら実施する社会貢献事業または、事業主が委託、出資等する団体が行う社会貢献事業）

※雇用以外の措置



◎　職業紹介状況
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適用事業所数

被保険者数
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受給資格決定件数

初回受給者数

受給者実人員

給付制限

6のうち受給者の就職件数

※「Ⅰ全数」は、新規学卒者を除く。　「Ⅱ中高年齢者」は、パートタイムを除く、常用のみ。

◎新規求人受理状況（主要産業抜粋）
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　「Ⅳ雇用保険」の29～33は、基本手当受給者を計上。ただし、29については、高年齢給付及び特例給付分を含むが、当月分は速報値であり、
　修正があり得る
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26 29,981 29,977

計

Ｄ　 建設業 71 1 72 (11.6%) 144

計 一般 パート 計 パート産　　業 一般 パート 計 一般 パート 一般

▲ 53.6 -   ▲ 52.9

Ｅ   製造業 63 41 104 (16.7%)

0 144 153 0 153

▲ 24.1 173.3 6.178 54 132 83 15 98

333.3 ▲ 16.1

Ｉ    卸売業，小売業 20 22 42 (6.8%)

25 62 53 3 56Ｈ   運輸業、郵便業 34 13 47 (7.6%) 37 ▲ 35.8

▲ 62.3 ▲ 35.3 ▲ 51.729 35 64 53 34 87

▲ 67.4 ▲ 67.258 ▲ 66.7

Ｐ   医療，福祉 98 62 160 (25.8%)

29 48 12 46Ｍ  宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 4 15 19 (3.1%) 19

▲ 31.0 ▲ 43.1 ▲ 36.3249 165 414 142 109 251

621 (100.0%)

25 95 77 26 103Ｌ,Ｎ,Ｒ   サービス業 81 32 113 (18.2%) 70

　　  ③令和５年7月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分により表章したもの。

　　  ②当月計の（　）内は、全産業に占める割合を示している。

▲ 20.3 ▲ 29.4665 377 1,042 594 286 880

23.1 9.7

全 産 業 計 393 228

(注)①産業分類は、Ａ・Ｂ農林漁業、Ｃ鉱業、Ｄ建設業、Ｅ製造業、Ｆ電気ガス熱供給水道業、Ｇ情報通信業、Ｈ運輸業郵便業、Ｉ卸売業，小売業、
        Ｊ金融業,保険業、Ｋ不動産業、物品賃貸業、Ｌ学術研究、専門・技術サービス業、Ｍ宿泊業，飲食サービス業、Ｎ生活関連サービス業娯楽業、
        Ｏ教育学習支援業、Ｐ医療，福祉、Ｑ複合サービス事業、Ｒサービス業、Ｓ・Ｔ公務その他








